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平成２７年度第１０回庁議提案 審議・報告・その他 

                     提 出 日：平成２７年８月１８日（火） 

                     担当部・課： 福祉部福祉総務課  〔内線２４６２〕 

子育て支援課〔内線２５１４〕 

① 件  名 

 

臨時福祉給付金及び子育て世帯臨時特例給付金支給事業の実施について 

 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

  消費税率の引上げに際し、所得の低い方々や子育て世帯への影響を緩和するために、平成２６年

度において臨時的な措置を実施したが、平成２７年度においても全国一律の給付措置として実施す

るもの。 

 

【目的】 

 消費税率引上げの影響を踏まえ、市民税が課税されていない市民や平成２７年６月分児童手当受

給資格者を対象に、臨時的かつ全国一律の措置として「臨時福祉給付金」及び「子育て世帯臨時特

例給付金」を支給するもの。 

 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

 

【根拠法令等】 

 平成２７年４月１３日付け、厚生労働省通知に基づく。 

（１）臨時特例給付金 （２）子育て世帯臨時特例給付金 

平成２７年度臨時福祉給付金支給要領 平成２７年度子育て世帯臨時特例給付金支給要領 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：無〕  

 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 

平成２５年１０月 １日 簡素な給付措置の実施について 閣議決定 

平成２７年 １月１４日 国において平成２７年度一般会計予算 閣議決定 

 ４月１３日 厚生労働省通知 

      ６月２４日 一般会計補正予算（第３号）議決 

 

⑤ 主な内容 

  

 対象者、支給額、基準日等については以下のとおり 

区分 （１）臨時福祉給付金 （２）子育て世帯臨時特例給付金 

対象者 

市民税（均等割）が課税されていない者 

（課税者の扶養となっている場合、生活保

護受給者は対象外） 

平成２７年６月分児童手当受給資格者 

（特例給付受給者：所得制限額以上の者は

対象外） 

支給額 対象者１人につき６千円 対象児童１人につき３千円 

基準日等 
平成２７年１月１日 

（住民票がある市町村） 

平成２７年５月３１日 

（基準日までに生まれた児童） 

対象者数 ３５,０００人（見込み） １７,８１２人（見込み） 
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⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

 

【財源措置等】 

区分 （１）臨時福祉給付金 （２）子育て世帯臨時特例給付金 

歳入 
給付事業費補助金２１０,０００千円 

給付事務費補助金 ５１,８２０千円 

給付事業費補助金５１,５４６千円 

給付事務費補助金 ８,８９１千円 

歳出 
給付事業費 ２６１,８２０千円 

（職員手当等、需用費、役務費、委託料等） 

給付事業費 ６４,３８２千円 

（同左） 

 

【効果】 

 所得の低い方々や子育て世帯に対し、消費税率引上げの影響が緩和される。 

 

⑦ 自治体の政策との比較検討 

 

全国一律の制度（支給要件及び支給額）として実施 

  

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

  

区分 （１）臨時福祉給付金 （２）子育て世帯臨時特例給付金 

市要綱制定 ９月１日施行 ９月１日施行 

申請受付期間 
１０月１日（木）から 

平成２８年１月４日（月） 
９月中旬から１２月下旬 

支給開始予定 １０月下旬（予定） １０月中旬（予定） 

  

 

⑨ その他 
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「臨時福祉給付金」及び 

「子育て世帯臨時特例給付金」支給事業の実施について 

（８月１８日庁議報告） 

 

１ 目的 

消費税率引上げの影響を踏まえ、市民税が課税されていない市民や平成２７

年６月分児童手当受給資格者を対象に、臨時的かつ全国一律の措置として「臨

時福祉給付金」及び「子育て世帯臨時特例給付金」を支給するもの。 

 

 

２ 主な内容 

区分 （１）臨時特例給付金 （２）子育て世帯臨時特例給付金 

対象者 

市民税（均等割）が課税されてい

ない者 

（課税者の扶養となっている場

合、生活保護受給者は対象外） 

平成２７年６月分児童手当受給

資格者 

（特例給付受給者：所得制限額以

上の者は対象外） 

支給額 対象者１人につき６千円 対象児童１人につき３千円 

基準日等 
平成２７年１月１日 

（住民票がある市町村） 

平成２７年５月３１日 

（基準日までに生まれた児童） 

対象者 ３５,０００人（見込み） １７,８１２人（見込み） 

歳出予算 ２６１,８２０千円 ６４,３８２千円 

・６月補正予算において、予算議決済み 

 

 

３ 今後の予定 

 ８月１８日庁議報告 

区分 （１）臨時特例給付金 （２）子育て世帯臨時特例給付金 

市要綱制定 ９月１日施行 ９月１日施行 

申請受付期間 
１０月１日（木）から 

平成２８年１月４日（月） 
９月中旬から１２月下旬 

支給開始予定 １０月下旬（予定） １０月 

 

 


